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周産期医療関連事業について 

 

１ 県が実施している周産期医療従事者確保に関する事業 

事業名称 概要 

周産期母子医療セン

ター運営費補助事業 

周産期母子医療センターの診療機能,病床数及び過酷な勤務状況にある医師,

看護師等の確保や処遇改善に必要な周産期母子医療センターの充実強化推進

等について迅速かつ着実に推進するため,周産期母子医療センター運営事業に

要する経費について，医療機関に対して補助金を交付 

【平成29年度実績 8施設 75,115千円】 

周産期医療医師確

保・配置支援事業 

産科医等を養成し，県内の地域周産期母子医療センターに医師を配置すること

を目的とし，東北大学病院総合周産期母子医療センター運営事業に要する経費

について，補助金を交付 

【平成29年度実績 20,371千円】 

医師事務作業補助者

配置事業 

周産期母子医療センターに勤務する医師の業務負担軽減を図るため，センター

内に新たに医師事務作業補助者を配置する事に要する経費について，医療機関

に対して，補助金を交付 

【平成29年度実績 2施設 474千円】 

産科医等確保支援事

業 

産科医及び助産師に対し,取扱う分娩の件数に応じて手当を支給する施設に対

して，補助金を交付 

【平成29年度実績 24施設 9,390件 27,531千円】 

 

２ 県以外が実施している周産期医療従事者確保に関する事業 

(1) 医師育成機構が実施する医療従事者確保支援事業 

事業名称 概要 

臨床研修医合同研

修会 

毎年春と秋に，宮城県内の臨床研修医を対象として，県内医療に関する講演

や交流イベントを行い，研修におけるモチベーション向上や病院の垣根を越

えたネットワーク形成を図ることで研修医の県内定着促進を図る研修会 

医学生修学資金の

貸付（震災対応医師

確保対策医学生修

学資金貸付事業） 

将来，医師として宮城県知事が指定する医療機関（自治体病院等。ただし仙

台市内を除く。）で診療業務に従事する意思を有する大学生に対し，修学資

金を貸し付けるもの。 

知事が指定する医療機関で一定期間勤務したとき，全額免除。 

産科医・小児科医ウ

ェルカム奨励金 

 

県内の医師不足への対応と安心して医療を受けられる体制の確保を図るた

め，県外から転入し，不足する診療科の常勤医師として県内医療施設（自治

体病院等，日赤病院，国立病院機構開設病院を対象。ただし，仙台市内を除

く。）で勤務する医師に対し，「産科医・小児科医ウェルカム奨励金（特定診

療科医師確保奨励金）」を交付 
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３ 平成30年度に新たに実施する周産期医療従事者確保対策事業 

(1) 産科・新生児科救急勤務医支援事業 

① 事業目的 

周産期救急医療に従事する産科医，小児科医（新生児医療を担当する医師）の処遇改善を図る

もの。 

② 事業概要 

  周産期救急医療に従事する医師に対し，救急診療手当を支給する施設に対し補助金を交付する。 

 

(2) 新生児医療担当医確保支援事業 

   ① 事業目的 

周産期母子医療センターで新生児医療に従事する小児科医の処遇改善を図るもの。 

② 事業概要 

NICU（診療報酬の算定基準を満たしているものに限る）において新生児医療に従事する医師に対

し，新生児担当手当等を支給する施設に対し補助金を交付する。 

 

４ 県が実施する周産期医療地域連携事業 

分娩を取り扱う医療機関の減少に伴い，地域医療機関間の連携による産科医療提供体制の確保・充実

を図るため，地域の中核を担う周産期母子医療センターへ事業を委託している。 

事業名称 委託先 概要 対象地域 

大崎地区周産期医療

地域連携事業 
大崎市民病院 

・産科セミオープンシステムの運営

管理 

・地域医療機関との連携による産科

医療提供体制の確保・充実 

大崎・栗原医療圏及

び隣接する県内の医

療圏 

石巻地区周産期医療

地域連携事業 
石巻赤十字病院 

・産科セミオープンシステムの運営

管理 

・地域医療機関との連携による産科

医療提供体制の確保・充実 

石巻・登米・気仙沼

医療圏及び大崎・栗

原医療圏 

 

 

５ 平成30年度に新たに実施する周産期医療地域連携事業 

 ● 仙南地区周産期医療地域連携事業 

   ① 事業目的 

     周産期医療施設が減少してきているため，地域医療機関間の連携による産科医療提供体制の確

保・充実を図る。（分娩施設4施設，妊健施設1，休止医療機関1） 

   ② 事業概要 

     地区の現状に合わせた連携体制の充実を図るため，必要な事項等を検討するための会議の開催。 

     （平成30年12月3日に会議開催済） 


